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●平成 9 年法律第１０４号、1997 年 7 月 
「臓器の移植に関する法律」 
●平成 12 年法律第１４６号、2000 年 12 月 
「ヒトに関するクローン技術等の規制に関する法律」 
 
●平成 13 年厚生労働・文部科学・経済産業省告示第１号、2001 年 3 月 
「ヒトゲノム・遺伝子解析研究に関する倫理指針」 
●平成 13 年文部科学省告示第１５５号、2001 年 9 月 
「ヒト ES 細胞の樹立及び使用に関する指針」 
Ⅰ. 生命科学技術と社会 
 2 
●平成 13 年文部科学省告示第１７３号、2001 年 12 月 
「特定胚の取扱いに関する指針」（法律に基づく） 
●平成 14 年文部科学省告示第５号、2002 年 1 月 
「組換え DNA 実験指針」 
●平成 14 年文部科学省・厚生労働省告示第１号、2002 年 3 月 
「遺伝子治療臨床研究に関する指針」 
●平成 14 年文部科学省・厚生労働省告示第２号、2002 年 6 月 
「疫学研究に関する倫理指針」 































米国では 1990 年から ELSI 研究プログラムが開始された。その目的はヒトゲノム計画やゲノ
ム研究がもつ倫理的・法的・社会的問題を特定し、分析することに加え、これらの問題につい
て広く社会一般に情報提供を行うことである。この研究プログラムは、NIH の NHGRI (National 
Human Genome Research Institute)とエネルギー省の OBER (Office of Biological and 
Environmental Research)によって運用されている。1990 年から 1999 年の間に累計で、NHGR
が 5800 万ドル(NIH のヒトゲノム研究予算の 5%に相当)、OBER が 1800 万ドル(エネルギー省の














略大綱」（平成 14 年 12 月）の中でも、実施すべき戦略のひとつとして「国民理解の徹底的浸

















par.6. 総合科学技術会議における審議（注 6） 
 総合科学技術会議はわが国全体の科学技術を俯瞰し、各省より一段高い立場から、総合的・
基本的な科学技術の企画立案及び総合調整を行うことを目的とし、平成 13 年 1 月、内閣府設


















 1999 年 11 月「クローン技術による人個体の産生等に関する基本的考え方」 
        科学技術会議生命倫理委員会クローン小委員会 
 2000 年 3 月「ヒト胚性幹細胞を中心としたヒト胚研究に関する基本的な考え方」 
        科学技術会議生命倫理委員会ヒト胚研究小委員会 
 
 これらの場での議論を踏まえて作成されたのがクローン法（「ヒトに関するクローン技術等






































par.9. ES 細胞の樹立状況 
 多分化能を有する幹細胞として、再生医療等への応用が期待される ES 細胞は、1981 年に
Evans らによってマウスで、1998 年 11 月に Thomson らによってヒトでの樹立が最初に報告さ
れたといわれている(注 9)。 
現在のヒト ES 細胞に関する特許は、ヒト ES 細胞の商業利用についてはジェロン社が特許に
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係る権利を持っているが、アカデミックな使用に関しては、米国ウィスコンシン大の WARF 
(Wisconsin Alumni Research Foundation という技術移転機関。Thomson 教授のヒト ES 細胞
の成果を管理し、Wicell という施設を有して、そこからヒト ES 細胞のサンプル供与を行って
いる)が権利を有している（注 10）。わが国では ES 細胞指針が 2001 年 9 月に示され、2002 年 3
月に最初の承認が下りたが、ヒト ES 細胞の樹立は現在(2003 年 7 月)まで 1 件にとどまってい
る。先進国の中でも、ヒト胚使用を禁止しているドイツ・フランスや、あるいは、英国につい
ても、2002 年時点で、NIH のリストには掲載されていないが、わが国と比べて他の諸外国の中




各国のヒト ES 細胞の細胞株の樹立状況は以下のようである。 
 
米国     ２７ 
スウェーデン ２５ 
インド    １０ 
韓国      ６ 
オーストラリア ６ 
イスラエル   ４ 
日本      １ 
（合計    ７９） 
 
日本以外の国の数値は米国 NIH により認証されたヒト ES 細胞株の数を示す(NIH Stem Cell 



















ことはできないという雰囲気が形成されたといわれている。旧厚生省は 1983 年 9 月に「脳死




る領域に特化した形でのみ実施されてきた。生体肝移植は 1989 年に始まり、既に 1,700 例を
越えている（注 12）。また、腎臓移植は生体腎が年間 600 例、死体腎は年間 150 例ほどの実績が
ある(注 13)。その一方で、脳死移植件数は依然少なく（臓器提供の行われた脳死ドナー数 26 件、




























































par.13. 着床前のヒト受精胚(注 19) 
着床前のヒト受精胚は、大きさ 0.1mm-0.2mm 程度の小さな存在である。人工的に体外で
受精を行った体外受精胚はそのまま体外で培養しても現況では個体にはなり得ない。胎内に移
植されて初めて個体になる可能性が出現する。胎内のヒト受精胚は細胞数が 32 から 58 個に
達すると内部細胞塊と栄養膜細胞とから成る構造をとり（細胞の分化を生じる）、透明体（受
精卵を包む膜様の組織）から抜け出たヒト受精胚は受精後 5 日または 6 日目に子宮内膜へ付
着する。これが着床の開始である。 
 















































わが国の ES 細胞指針（「ヒト ES 細胞の樹立及び使用に関する指針」）は、使用可能なヒト胚
を、受精後 14 日以内のヒト受精胚と規定している(注 22)。また、日本産科婦人科学会会告（後
述）でも、研究に使用可能なヒト受精胚の期限を受精後 14 日以内としている。 
 
③胚から胎児へ 
ヒト受精胚は、受精後 7 週目までに殆どの臓器が形成され、通常、胎児と呼ばれる受精後 8
週目（妊娠 10 週＊）には頭殿長＊は３cm ほどに達しており、人間らしい外観を呈するように
なる。自然流産は全妊娠の 10％ほどに生じ、殆どが妊娠 12 週目までに起きる。わが国におい
て母体保護法に基づいて妊娠 22週までに行われる人工妊娠中絶の数は、年間 341,164例(2000
年、「平成 12 年母体保護統計報告」厚生労働省)である。妊娠 20 週の胎児は、頭臀長 15cm、
































 平成 14 年 3 月に内閣府で行われた調査（注 25）によると、「ヒト胚」という用語を内容も含め
認知する割合は 34.3%に止まっている。同様に「再生医療」については 33.0%であった。いず










 平成 12 年の野村総合研究所による一般生活者対象アンケート調査、および平成 13 年の有
識者対象アンケート調査（注 26）の結果を転載する。 
 一般生活者対象：全国の 18 歳以上の男女。有効回答数 1,394 人(回収率 63.4%) 
 有識者対象：人文・自然科学を 9 分野に分け、さらに患者団体、宗教団体の 2 団体から、




 1. 受精の瞬間から                     30.7% 
 2. 人間の形が作られる時点（受精後 14 日位）から      16.9% 
 3. 母体外に出しても生存可能な時点（妊娠 22 週以降）から  15.1% 
 4. 出産の瞬間から         7.5% 
 5. その他           ― 
 6. わからない         29.4% 
 無回答           ― 
 
上記問１．と同様な質問に対して、有識者対象調査では、以下のようである。 
1. 受精の瞬間から            33.7% 
2. 人間の形が作られ始める時点（受精後 14 日位）から        15.8% 
3. 母体外に出しても生存が可能である時点（妊娠 22 週以降）から   20.8% 
4. 出産の瞬間から                     5.9% 
5. その他                     13.9% 





 1. 自由に利用して構わない      2.5% 
 2. 厳しい条件のもとなら良い     40.5% 
 3. 研究のために用いることは認められない   21.2% 
 4. その他        1.9% 
5. 利用してよいかわからない     30.8% 
 6.「受精卵」とは何かわからない      2.8% 





























































①民法は「私権の享有は出生に始まる」（第 1 条の３）と規定している。 
②相続法の一部は、「胎児は、相続については、すでに生まれたものとみなす」（第 886 条第 1
項）と規定している。 
③刑法の殺人罪の適用：判例により、胎児の体の一部が露出した時をもって殺人罪が成り立つ
としている(大陪審判大正 8 年 12 月 13 日)。 






 なお、死体解剖法（昭和 24 年 6 月 10 日、法律第 204 号）において、解剖の許可を必要と
する死体に含まれるのは「妊娠 4 月以上の死胎」としており、それ以前に死亡した胎児に対す
る法的な規制はない。 







「ヒト ES 細胞の樹立及び使用に関する指針」（ES 細胞指針）を定めて、ヒト胚（余剰胚：生
殖補助医療において廃棄する予定のヒト胚、par.27 参照）を用いた ES 細胞の樹立、ならびに、























                                           
 
使用される用語の概要 







平成 13 年 1 月 
  総 合 科 学 技 術 会 議  生 命 倫 理 専 門 調 査 会 
平成 9年 9月 
科 学 技 術 会 議 生 命 倫 理 委 員 会 












平成 11 年 1 月 
 ヒト胚研究小委員会設置 
（ＥＳ細胞の研究をはじめとする 







平成 12 年 2 月 
 ヒトゲノム研究委員会設置 
（ＥＳ細胞の研究をはじめとする 








国 会 審 議 























ヒ ト 受 精 胚 
の 取 扱 い 











・クローン胚等の胎内への移植を禁止   
平成 12 年 11 月 
 






























 2001 年の ES 細胞指針の運用後は、ES 細胞の樹立･使用に関する審査については文部科学
省の科学技術・学術審議会生命倫理・安全部会の下部組織である「特定胚及びヒト ES 細胞研



















2003 年 11 月までの期間に、大臣確認された ES 細胞指針関連の研究計画： 
 
[樹立計画] 
・課題：「ヒト ES 細胞株の樹立と特性解析に関する研究」 
 京都大学再生医科学研究所、申請：2001 年 12 月 27 日、確認：2001 年 4 月 3 日 
 
[使用計画] 
・課題：「ヒト ES 細胞を用いた血管発生・分化機構の解析と血管再生への応用」 
京都大学大学院医学研究科、申請：2001 年 1 月 31 日、確認：2002 年 4 月 26 日 
 
・課題：「ヒト ES 細胞を用いた血管発生・分化機構の解析と血管再生への応用」 
田辺製薬株式会社創薬研究所、申請：2002 年 4 月 17 日、確認：2002 年６月 27 日 
 
・課題：「ヒト胚性幹細胞を用いた中枢神経系の再生医学の基礎的研究」 
慶應大学医学部、申請：2002 年 8 月 22 日、確認：2002 年 11 月 7 日 
 
・課題：「ヒト ES 細胞の維持と分化に関する研究」 
信州大学、申請：2001 年 12 月 6 日、確認：2002 年 12 月 20 日 
 
・課題：「ES 細胞由来造血幹細胞による造血の再生」 
東京大学医学部附属病院、申請：2002 年 7 月 4 日、確認：2002 年 12 月 20 日 
 
・課題：「ヒト胚性幹細胞（ES 細胞）からの造血幹細胞への分化誘導法の開発」 
東京大学医科学研究所、申請：2002 年 7 月 8 日、確認：2002 年 12 月 20 日 
 
・課題：「ヒト ES 細胞からの血液細胞の分化誘導系の確立」 
 岐阜大学医学部、申請：2003 年 3 月 7 日、確認：2003 年 4 月 23 日 
 
・課題：「ヒト ES 細胞を用いた心筋細胞の再生医学の研究」 











発生段階   法的規制 





       ・クローン法・特定胚指針による取扱いの制限がある。 
 
着床前    ・ピル・IUD などの避妊法により胎内のヒト受精胚を滅失する手段の 
（大きさ 0.1   使用が認められている。 
－0.2mm） 
 
着床     ・胎内の着床後のヒト受精胚を滅失することは、刑法上の堕胎罪の適用 
5-12 日目    対象となり得る。ただし、母体保護法に基づく人工妊娠中絶の場合に
は適用されない。 
                      
受精後 
14 日     ・法律による規制ではないが、体外にあるヒト胚を研究目的に使用する
原始線条出現  場合には、使用期限として、受精後 14 日以内を用いている。 
        （ES 細胞指針、日本産科婦人科学会の会告など） 
       
胎児     ・妊娠 22 週未満については、母体保護法の要件に従い、人工妊娠中絶
8 週以降    が可能。 
        
・4 ヶ月以降の死亡胎児は死体解剖法の適用を受ける。 
・出生を条件として胎児は民法の相続権を有す。 
        
 
出生     ・民法上私権の享有は出生に始まる。 
・刑法上出生以降は殺人罪適用の対象となる。 








































①生殖補助医療        















  本項は[参考-1]を参照のこと。 
 
par.22．体外受精児の誕生 
 体外受精児誕生を成功させた Patric Steptoe と Robert Edwards の研究は、安全性に対する
疑問視から公的な研究費を獲得できなかったといわれている(注 40)。 







わが国では 1989 年までは、出生児も 211 人と少なく成功率も低かったといわれる(注 43)。し
かし、1999 年時点で、年間 1 万 2千人（11,920 人、全出生児の約１％）、累計 5 万人を超える






 [補足 7] 
ヒト胚の取扱いに関する日本産科婦人科学会会告 
                                          
①「体外受精・胚移植に関する見解、ならびにその解説」1983 年 10 月 
②「ヒト精子・卵子・受精卵を取扱う研究に関する見解、ならびにその解説」1985 年 3 月 
③「ヒト胚および卵の凍結保存と移植に関する見解、ならびにその解説」1988 年 4 月 
④「顕微授精法の臨床実施に関する見解、ならびにその解説」1992 年 1 月 
⑤「ＸＹ精子選別におけるパーコール使用の安全性に対する見解」1994 年８月 
⑥「多胎妊娠に関する見解、ならびにその解説」1996 年 2 月 
⑦「非配偶子間人工授精と精子提供に関する見解、ならびにその解説」1997 年 5 月 
⑧「ヒト体外受精・胚移植の臨床応用の範囲についての見解、ならびにその解説」および 
⑨「『着床前診断』に関する見解、ならびにその解説」1998 年 10 月 
⑩「ヒト精子・卵子・受精卵を取扱う研究に関する見解」(改訂) 2002 年 1 月 
                                           
 
par.23．世界の国々の動き 





































































































厚生科学審議会生殖補助医療部会報告(2003 年 4 月 28 日)の概要 
 
１．AID（提供された精子による人工授精） 
   相当の医学的理由のある夫婦に容認 
２．提供された精子による体外受精 
   相当の医学的理由のある夫婦に容認 
３．提供された卵子による体外受精 
   相当の医学的理由のある夫婦に容認 
４．提供された胚の移植 
   個別判断を実施医療施設の倫理委員会及び公的管理運営機関で行う 
５．提供された卵子を用いた細胞質置換及び核置換の技術 
   当分の間用いない 
６．代理懐胎（代理母・借り腹） 

























  ①同意書の保存 
  ②同意書の開示請求への対応 
  ③個人情報の保存 
  ④出自を知る権利への対応 































15-29 歳 １／７００ 
  40 歳   １／６５ 
49 歳   １／８ 
出生前診断＊の進歩は、こうした加齢のリスクを通常レベルまで引き下げたといわれる。（金
城 (1998)、84-85 頁。その中で、玉井真理子「生命倫理学会生殖技術シンポジウム続編資
料」、1996 年、および Royal Commission on New Reproductive Technologies．P.804、
より引用。） 
②335 の妊娠の中で 52 の妊娠は 3 ヶ月以内に自然経過で中断し、それらにおいて 75%は染色体
異常を伴っていた。（Schmidt-Sarosi, et al. (1998)。） 
③母親に自然流産の既往がある場合、1 回では約 5 倍、２回以上では 12-25 倍の高さで、その
母親から生まれた子が 2 歳以前に白血病と診断されるリスクを負っており、これも遺伝的変
異が原因と考えられている。（Yeazel, et al. (1995)。） 
４-2 人工的喪失 





























 日本産科婦人科学会から、1999 年（平成 11 年）12 月に科学技術会議生命倫理委員会ヒト


















































英国では 1992 年以来、累計で約 4 万の余剰胚が研究目的に提供され、約 200 個の研究目的に
 28 
作成した胚の使用実績があるといわれている(注 59)。通常、凍結保存胚は 5 年毎に患者の意思の
確認を行うが、1995 年調査で、約 10%が患者と連絡の取れない状態になっており、それらは




は 1999 年現在で 30,000 個といわれる (注 61)。一方、フランスでは現在、胚を侵襲する研究自
体は禁止されており、条件付で余剰胚からのヒト ES 細胞の樹立研究等の承認を求める国務院













ックに任されている。全米で毎年 2 万、累計 10 万を超える（40 万個との報道もある。
amednews.com）ヒト胚保存があるともいわれており、米国においても余剰胚の使用や中絶胎
児の使用で、倫理的問題が巻き起こったといわれる。卵子については 1 個 2,000－5,000 ドル
で取引されているともいわれている。NIH はヒト ES 細胞樹立を予算措置上認めていなかっ
た期間においても、その使用を認め,ガイドラインが示されており、NIH 予算を用いる実験に
関して、使用する ES 細胞は余剰胚由来であることを規定していた(注 65)。その後、2001 年の 8
月のブッシュ大統領の決定により、多額の連邦予算が ES 細胞研究に投入されることになり、
他方、使用可能なヒト ES 細胞については、従来の NIH ガイドラインの一部を変更する形で、
ヒト胚保護の観点から現存するヒト ES 細胞株に限定するとして、使用を認める細胞株につい






1991 年から 1999 年までの間の英国におけるヒト胚利用の実績(Walters (2002))。 
 
①作成された胚数：   925,747   
②移植された胚数：   423,153 
③移植用保存胚数：   225,627 
④他のカップルへの 
提供用保存胚数：   448 
⑤研究への提供数：    53,497 
⑥廃棄された胚数：   294,584 
⑦研究目的の作成数：    118 
 
































































 性選別および着床前診断には、以下の 2 つの問題点がある。 
  ①選別の是非 




精胚における胚診断法、③胎児診断後の人工妊娠中絶がある。胚診断は、4 細胞あるいは 8 細








  本項は[参考-2]を参照のこと。 
 
par.31．体外受精児における「生まれる子の福祉」の視点 
  本項は[参考-3]を参照のこと。 
 
５．再生医療と ES 細胞の樹立 
 













 1981 年にマウスにおいてあらゆる臓器に分化し得る細胞として ES 細胞(胚性幹細胞)が樹
立され、その技術は、特に遺伝子機能解析に応用されて、広く研究に用いられた(注 75)。さらに、













































































略大綱」（BT 戦略会議、2002 年）は、2010 年で国内 25 兆円、世界 230 兆円と試算している。
市場規模の試算値に関しては、あくまで予測であり、その妥当性については様々な見解があり
得るが、再生医療関連市場について、NHK の番組「21 世紀ビジネス塾」では世界規模で 50 兆
円市場と報道され、米国コンサルティング会社が 2020 年において 48 兆円市場と試算したと報
じられるなど、再生医療の市場価値については、関係者の間で期待が高まっている状況にある















































































ヒト胚の 3 区分 
 ①「胎内の胚」：胎内に存在する胚。 
  a. 着床以前の胚 


















































































































































た生きている改変生物（Living Modified Organism: LMO）の安全な移送、取扱い及び利
用について、人の健康へのリスクも考慮し、特に国境を越える移動に焦点をあて、適切な程
度の保護レベルの確保に寄与することを目的としている。なお、人用の医薬品は対象外とさ
れる。国際的には 50 カ国締結の後 90 日を経た、2003 年 9 月 11 日付けで発効になってい
る。わが国では、関係各省（環境省、財務省、文部科学省、厚生労働省、農林水産省及び経





年 11 月 21 日）さらに、関係省において国内法の施行に向けて、必要な省令の作成作業が
行われている。これに伴い（議定書のわが国における発効と同時に）、「組換え DNA 実験指


















３．ドイツ (注 89) 
 
par.40．ドイツにおけるヒト胚に関する規制の概観 

















































開かれ、それを補う形で米国一国による軍事裁判が開かれ(1946 年から 7 ヶ月)た。米国によ











頁。星野(1997)、36-43 頁。水野 (1990)、17-21 頁。米本 (1988)、91-92 頁）。 
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ヘルシンキ宣言 
1969 年にヘルシンキで開かれた世界各国の医師会（2000 年時点で 71 カ国）の集まりであ
る世界医師会総会において採択された、ヒトを対象とする医学研究の倫理的原則についての宣




































て、1994 年 7 月に憲法院が合憲の判決を出し、「人間の尊厳の保護」の原理が憲法的価値を有
すると認められ、本法律が成立した。「人体尊重法」によれば「人間の尊厳の保護」を構成す
るのは、以下の 4 項目であるとされている。 
   ①人間の優位性 
   ②生命誕生時からの人間の尊重 
   ③人体の不可侵性、完全性およびその非財産的性格 












後議会で修正されながら、2003 年 12 月においても、引き続き国民議会（第二読会）で審議























1982 年に設置されたワーノック委員会（Committee of Inquiry into Human Fertilisation 
and Embryology）の概要は以下の通りである。  
○期間：1982 年 7 月―1984 年 6 月 (2 年) 
○委員会の主旨：不妊治療技術に関する諮問委員会 
○委員の構成：哲学１、神学１、行政１、助産婦１、医師３、心理学２、医学研究１、審
議会部門長１、ソーシャルワーカー１、弁護士２、里親協会１、財団理事長１の計 16 人。 






































⑤ ヒト胚、胚発生、治療そして HFEAact で規制される活動に関して、情報
を掌握して、求めがあれば、大臣に説明する。 
      Annual Report & Accounts 2000 に掲載された内容から、いくつかの実例を示
すと、生殖補助医療とその関連の研究に対する許諾は 116 施設がある。1991 年か
ら、申請のあった研究計画は 131 あり、内 111 が承認を受け、70 の研究は既に終
了している。2000 年 8 月現在、32 の研究が 20 の施設で進行中であり、内 26 研
究が更新で、内 6 は新規である。課題の傾向は不妊研究が主である（この時点では
研究対象は、不妊、先天疾患等に限定されていた）。 
      また、ライセンスを受けたクリニックは、毎年ライセンス料を支払っている。 
  
par.45. 法律制定後の科学技術の進歩への対応 






2001年 上記勧告に従って、新たな法文が加えられた（Human Fertilisation and   
Embryology (Research Purposes) Regulation 2001）。それらは、研究の対象範
囲を拡大するもので、不妊症研究に加えて以下の 3 項目が追加された。 
① 胚の発生の研究 
② 重症疾患の研究 










2001 年  幹細胞研究委員会(House of Lords Select Committee Report on Stem Cell 
Research)(注 103)は、2001 年の胚使用研究の拡大を受けて、実際の研究のための使
用について検討するために設置され、実証的検証を行って、その結果を 2002 年に



















































監視したりすることが必要で、HFEA がライセンスする研究の ES 細胞はそこに登録さ
れるようにする。 






 幹細胞研究委員会報告を受けて、政府は対応方針を発表した(Government response to the 
House of Lords select committee report on stem cell research, 2002, Department of 
Health)。概ね報告書の提言を支持している中で、以下の点に関しては、異なる見解を示した。 
○勧告 22 に関して：本勧告に対し、政府は HFEA による個別判断の姿勢を堅持すべきであ
ると反論している。 
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○勧告 25 に関して：GTAC(注 104)は 1993 年に保健省に設立された機関で、ヒトの遺伝子治療
に関して、遺伝子治療計画の危険・利益の比較衡量を行う審議、他の遺伝子治療関連機
関との協力、閣内相へ遺伝子治療研究の進捗について報告するなどを行っている。 
   ヒト胚の臨床応用に関して、同様な機関の設置等を求める本勧告に対し、政府は追加
的な規制体制は不要とし、臨床応用に際しては、臨床試験を管轄している MCA 




















 生命倫理は米国を中心に 1970 年のファン・レンセラー・ポッターの論文「バイオエシック
ス、生き残りの科学」(注 107) を皮切りに成立してきた概念だといわれている。その当時の大き













par.50 被験者保護国家委員会の機能(注 111) 




















































米国では先の国家委員会がインフォームド･コンセントや IRB(Institutional Review 
Board:機関内倫理委員会)制度の確立に寄与して、1978 年に作業を終了すると、次に 1978 年
-1980 年、「倫理諮問委員会」（The Ethics Advisory Board）が設置され、体外受精の実施を
認めた後に解散した。 
また、1978 年から 1983 年にかけて、大統領委員会(The President’s Commission for the 







par.53. NBAC（National Bioethics Advisory Committee）の設立 
1995 年クリントン政権において、新しく NBAC（National Bioethics Advisory Committee）







NBAC は議長を含め 18 名からなる。委員の選出は大統領が行う。委員は生命倫理上の問題
を適切に取り扱える特定の資格と能力をもった政府に属さない専門家あるいはコミュニティ
の代表から選ばれる。以下の専門家を 1 名以上含む。①哲学･神学、②社会科学･行動科学、③
法律、④医学・関連する保健専門家、⑤生物学研究。さらに、3 名以上の一般社会人(the general 
public)を含むとされる。また、地域分布、人種、性別に関してバランスを取る。2000 年現在
の委員は、7 名が生命倫理の専門家であった。 
報告に至る手法は、例えば、1996 年 10 月から 1997 年 12 月までに 74 名の専門家、59 名
 51 
の一般人から意見を聴取し、ドラフトをパブリックコメントに回したのち、報告している。今
までに、人クローン個体産生に関する報告（1997 年 6 月）、ヒト胚性幹細胞研究に関する倫理




















州レベルでは、1998 年以降、カリフォルニアを筆頭に 28 州が、人クローン個体を禁止した
り規制したりする州法を定めている(注 118)。 
ES 細胞研究に関しては、クリントン大統領からの諮問を受けて NBAC は、1999 年に胚の
使用に対する連邦政府規定の例外として、余剰胚及び死亡胎児組織から ES/EG 細胞の樹立・
使用を認める勧告を提出した。これに対して、NIH は、胚からの ES 細胞樹立に対する資金
提供は、従来からの方針に従って認めない一方、ES 細胞の使用に関しては、それが死亡胎児
組織あるいは余剰胚由来である場合に限定し、インフォームド･コンセントを徹底した条件下
で認めるガイドライン（NIH guidelines for research using human pluripotent stem cells）





この状況下で胚研究 ES 細胞研究は、民間資金で着実に進展している。1978 年マウス ES
細胞の樹立以降において、1998 年の Wisconsin 大の James Thomson の霊長類 ES 細胞株の
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特許取得（US Patent No.5, 843, 780）に続いてヒト ES 細胞についても 2001 年 3 月に特許
取得(US Patent No. 6,200,806)がなされた。Geron 社、Advanced Cell Technology 社など民
間企業の参入も盛んである(注 120)。 
さらにその後、2001 年の 8 月のブッシュ大統領の決定により、ヒト胚の保護の姿勢と、ES
細胞研究推進の姿勢の双方が打ち出された。これ以降、多額の連邦予算がヒト ES 細胞研究に
投入されることになった。他方、連邦予算を用いた研究において使用可能なヒト ES 細胞につ
いては、従来の（2000 年 8 月からの）NIH ガイドラインの一部を変更する形で、使用できる
ES 細胞を現存するヒト ES 細胞株に限定するとして、新たなヒト ES 細胞樹立によるヒト胚
の滅失を排除するとともに、そこに含まれる使用可能な既存のヒト ES 細胞株について NIH





par.55. IRB 制度の現在(注 121) 
IRB 制度は被験者保護を目的とする審査の制度である。米厚生省「被験者保護に関する連




ど外部の研究機関に置かれる IRB に審議を任せることもできる。2000 年現在 IRB は全米で
3000-5000 あるといわれる。 
IRB の構成員： 





4) 1 名以上は研究実施機関と無関係の者とする。 




























IRB を審査監督する連邦政府機関は NIH と FDA である。申請された研究課題を IRB が承
認すると、その IRB 自体の情報とともに、NIH あるいは FDA の審議に回される。ここで、
IRB のメンバー構成なども含め、研究課題と IRB の審査の妥当性とが検討される。 
 
米国において 30 年を越す歴史がある IRB 制度は、現在、危機にあるといわれている(注 123)。
1998 年の米国厚生省評価監査局（Office of Inspector General at Office of Evaluation and 
Inspection）による調査では、以下の点を指摘している。 
 ① 社会状況の変化：IRB で取り扱う審査の激増。例えばデューク大学（NIH 資金調達で







⑤ IRB は研究者や IRB のメンバーに対してほとんど何の訓練も行っていない。 
⑥ IRB および米国厚生省は、IRB の実効性に何らの関心も払っていない。 
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その他にも、実際に審査される研究計画の中で 20%しか NIH の資金提供に至っておらず、
審議された研究が実施されないという効率の悪さや、その審査システムが研究者側に過重負担
を強いているとの不満もある。また、先のデューク大学では年間の IRB 維持費用が 100 万ド
ル以上であるという。 
こうした指摘の一方で、現在の制度下で実際に生じる失敗はごくわずかであるとの考えや、
IRB 各々の審査能力の格差を指摘する声もある (注 124)。 

































 総合科学技術会議生命倫理専門調査会において、2003 年 8 月 27 日時点の会合で、報告書
案「ヒト胚の取扱いに関する基本的な考え方（案）」（以下「報告書案」）について、討議が行
われている。 
 同調査会では、今までに 10 件の個人・団体からのヒアリングを行うとともに討議を行って
きた。また、事務局がヒアリング調査を行い 50 件の個人・団体からのヒト胚の取扱いの在り





















































































































































































































































































































































































































 ES 細胞指針や、日本産科婦人科学会会告、あるいは英国の法律では受精後 14 日以内（あ
るいは原始線条の出現）を胚の使用期限としている。期限の設定自体は暫定的であり、社会的
な取り決めに依存するが、設定に際しては、発生上の特性が考慮されている。 












































































































































































た。ドリーは 1 歳時にテロメア長（細胞の分裂ごとに長さが短縮する DNA 上の構造）が






























































福祉の優先」は英国において、明確に尊重される基本原理である（HFEA, Code of Practice, 5th 
edition）。 
 なお、検討する国連第６委員会で、2003 年 11 月には、①案はコスタリカ提出決議案として
米国を含む 60 カ国以上の共同提案となり、一方、②案はベルギー提出決議案とし英国を含む
20 カ国以上の共同提案となっていたが、結局、イスラム諸国機構が提出した 2 年間の議論の
延期を内容とする動議が僅差で採択された。その後、12 月の国連総会本会議において第 6 委




























































































































































































































































































































名、上院 2 名、経済･社会評議会 2 名、国務院 2 名、最高司法裁判所 2 名、会計検査院 2




学の領域を管轄するものとして「生物医学機構(l‘Agence de la biome’decine)」とい
う公的施設の設置を提案している（注 170）。このことも、法的規制の限界と許認可管理機関
の役割の必要性を示唆しているといえる。 
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植木 勉  客員研究官（岩手県立大学） 
磯部 哲  客員研究官（関東学園大学） 
佐藤雄一郎 客員研究官（横浜市立大学） 
高山佳奈子 客員研究官（京都大学） 
辰井聡子  客員研究官（桃山学院大学） 
理化学研究所 
今泉 洋 




相澤 慎一 理化学研究所 
綾乃 博之 東京都立短期大学 
荒木 勤 日本医科大学 
Anne McLaren Cambridge Univ. 
井川 洋二 理化学研究所 
石井 美智子 東京都立大学 
石塚 伸一 龍谷大学 
位田 隆一 京都大学大学院 
上村 芳郎 東京理科大学・千葉工業大学 
宇都木 伸 東海大学 
大小田重夫 札幌医科大学 
大日向 雅美 恵泉女学園大学 
小幡 純子 上智大学 
甲斐 克則 広島大学 
加藤 久雄 慶応義塾大学 
金澤 一郎 国立精神・神経センター 
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金森 修 東京大学大学院 
金城 清子 津田塾大学 
川井 健 帝京大学 
木村 利人 早稲田大学 
蔵田 伸雄 北海道大学大学院 





佐々木 克典 信州大学 
佐藤 エミ子 社会福祉法人復生あせび会 
島薗 進 東京大学 
東海林 邦彦 北海道大学 
庄司 進一 筑波大学 
白井 泰子 国立精神･神経センター 
Jennifer Gunning Cardiff Univ. 
菅沼 信彦 豊橋市民病院 
鈴森 薫 名古屋市立大学 
高山 典子 牛久愛和総合病院 
武部 啓 近畿大学 
只木 誠 独協大学 
田中 敏博 理化学研究所 
棚村 政行 早稲田大学 
玉井 真理子 信州大学 
ダリル・メイサー 筑波大学 
土田 友章 南山大学 
出口 顕 島根大学 
中辻 憲夫 京都大学 
西川 伸一 理化学研究所 
橳島 次郎 三菱化学生命科学研究所 
原 鐵晃 広島大学 
菱木 昭八朗 スウェーデン研究所 
古山 順一 社会福祉法人枚方療育園 
Margaret Little Georgetown Univ. 
牧野 賢治 東京理科大学 
Massimiano Bucchi Univ. Degli Studi Di Trento 
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増井 徹 国立医薬品食品衛生研究所 
町野 朔 上智大学 
松川 正毅 大阪大学 
松田 一郎 日本人類遺伝学会 
松田 純 静岡大学 
松原 洋子 立命館大学 
丸山 英二 神戸大学大学院 
三木 妙子 早稲田大学 
宮田 満 日経ＢＰ社 
武藤 香織 信州大学 
本山 敦 愛知大学 
矢崎 義雄 国立国際医療センター 
LeRoy Walters Georgetown Univ. 
Ruth Deech Oxford Univ. 
渡辺 久子 慶應義塾大学 
我妻 堯 国際協力医学研究振興財団 
  
  






































プリンティング状態＊は ES 細胞とは異なっている。（02） 
 












































    ①学問の自由の尊重 
    ②被規制者への自主規制への配慮 
    ③社会情勢の変化、技術の進歩と安全性の確保との調和という見地から適時に柔軟な
対応が可能であること 
    ④規制の相手方の権利保護に欠ける 





















































































































































   
出自を知る権利が権利として成立するためには、以下のような問題があるとされる(注 38)。 
  a) 子が何歳のときに告げるか、なぜ人工授精を用いたかを知らせるか 
  b) いつまでドナー個人の情報を保存するか 
  c) ドナーの情報のどこまでを知らせるか 










 米国では精子は高額取引の対象である。米国では 1970 年に最初の民間精子バンクが設立さ
れ、現在 11,000 人の医師が 172,000 人の女性に AID を行い、約 150-400 もの精子バンクが存
在するといわれる。有数の精子バンクであるクリオバンクでは毎日 2,000 本の凍結精子チュー




が国で 3 万円程度とされる。わが国の精子バンクの例として、AID 実施に係る費用 12 万円、
















 例えば、ルイーズ・ブラウンは 15 歳のときに、やはり体外受精で誕生した妹ナタリー(11
歳)、そして母親と共に、生殖補助医療の普及活動の一環として、米国のテレビ番組に出演し





なく、2002 年にようやく専門誌に 2 つの報告が掲載された（Schieve LA, Meikle SF, Ferre C, 
Peterson HB, Jeng G Wilcox LS., Low and very low birth weight in infants conceived with 
use of assisted reproductive technology. N Eng J Med. 2002, 346(10). Hansen M, Kurinczuk 
JJ, Bower C, Webb S. The risk of major birth defects after intracytoplasmic sperm 
injection and in vitro fertilization. N Eng J Med. 2002, 346(10).）これらの報告によ
ると、体外受精や顕微授精を経た出生児には、多胎が多いばかりではなく、単体であっても、
低出生体重児の頻度が、通常の 2倍程度であるということ、さらに、出生児の先天性の障害の

















































par.51. RAC（Recombinant DNA Advisory Committee）とガイドライン = 委員会体制 (注 112) 
1974 年、米国厚生省に属する NIH（National Institute of Health）によりかねてから施行











達として 1966 年から実施した(注 113)。そして、前述のように、1974 年に連邦政府の制度とな
っている。また同じく厚生省傘下の FDA（Food and Drug Administration 食品医薬品局）も
この制度に含まれる。IRB 制度は、1975 年の「ヘルシンキ宣言」を契機に、各国へ普及した
とされる。現在の IRB 制度については、別に述べる（par.55）。 
これに続き、「組換え DNA を含む研究のための NIH ガイドライン」が制定(1976 年)される
と、その実施に関わる審査機関（RAC, Recombinant DNA Advisory Committee）を NIH 内
に設置し、個々の研究が NIH ガイドラインに沿うものかを審査、許認可を行うシステムを構
築した。また、RAC は遺伝子治療指針評議会（Gene Therapy Policy Conference）を召集し
て研究の進展が今後もたらすことになる科学的･倫理的問題を検討する体制を作った。 
RAC メンバーは 15 人で各自投票権を持つ。8 名以上が分子生物学、遺伝学などの専門家、
4 名以上が法・環境・公衆衛生などの分野から選ばれる。また、連邦政府機関からも代表を選
ぶことができるが、投票権はない。この他適宜、相談・情報提供者が参加する。 
この RAC は IRB 制度で承認された研究計画の審議も受け持った。こうして、RAC は、ガ



























































































































































































































第 2 次レベルの問題： 
法が介入した場合に関係者が受ける侵害は、 道徳的に正しいか間違っているか。 
 

































の大量増、それは、敗戦で縮小した国土への 300 万人の兵士と 300 万人の帰還者であったと
いう。収入は戦前の半分という貧しさの中で、若い男性の帰国はベビーブームを生み、1945
年に 7241 万人であった人口は 1949 年には 1 千万増の 8263 万人に増加した。避妊の方法も
普及しておらず、個人や家族にとっても、社会全体としても、中絶によって人工調節をせざる
































英国：1967 年妊娠中絶法によって、法で定められた条件の範囲内（妊娠 24 週以内、母胎
の危険など）で、登録医 2 名による適合性の判断で行われる。1998 年に 177,871 件の実施(イ
ングランドとウエールズの合計)とされる。 
ドイツ：刑法 218 条で規定され、規則の範囲（12 週以前は、相談所で相談の後に、また 22
週以内は母体の健康など）以外の実施を禁止。 




































































参考-8 図表６：ヒトの発生段階と規制の在り方  
現行の体制 
 



















項 目 法 規 制 ガイドライン対応 














































































































































(注 2) （株）三菱総合研究所調査：「科学技術に対する期待と不安」（2003）。 
 ・方法：インターネットアンケート 
 ・対象：インターネットを利用可能な官公庁・自治体・各種団体、および民間企業に勤務す
るビジネスマン、大学教育機関、医療機関勤務者。計約 5,000 名。 
 ・有効回答数：1,100 名 
 ・集計数：335 名(有効回答より抽出) 
 ・期間：2003 年 4 月 9日―4 月 18 日 









(注 6) 総合科学技術会議 HP。（総合科学技術会議会議資料 
 http://www8.cao.go.jp/cstp/tyousakai/life/haihu21/haihu-si21.html） 
(注 7) 川井(2001)。 
(注 8) 橳島(1993)。 
(注 9) Evans(1981).Martin (1987). Thomson (1998). 
(注 10) 隅蔵。詳細は par.54 参照。 
(注 11) 立花(1986)、43-66 頁。立花(1992)、９頁。葛生(1996)、195-253 頁。 
  なお、「和田移植」の告発については、移植を受ける側の患者は本当に移植を必要として
いたかという心臓移植適応の有無にも疑問がある、という点も指摘されていた。中谷(2001)。 
(注 12) 日本移植学会 HP、日本肝移植研究会資料から。 1989 年の 1 件から始まり、2001 年に
は 417 件の生体肝移植が行われ、累積 1,789 件。同時期の脳死体からは 14 件。 
(注 13) 日本移植ネットワーク資料から。 
http://www.jotnw.or.jp/ 
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(注 15) 科学技術会議ヒト胚小委員会(2000)。 
(注 16) 鈴森 (2002)、19 頁。 
(注 17) 教皇庁教理省(1987)。 
(注 18) 床谷(2002)。鈴森(2002)。市野川(1994)。 
(注 19) ワーノック(1992）、129-132 頁。ドリューズ(1997)、40-108 頁。 
(注 20) 鈴森(2002)。ドリューズ(1997)。 
(注 21) 石井(1994)、164 頁。胚の 1/4 は着床せずにおわる。自然流産は全妊娠の 10%にみら
れる。鈴森(2002)、114 頁。体外受精では、妊娠率は 20%程度。菅沼(2001)、144-150 頁。
補足-8、注 50 も参照。 
(注 22) 受精後 14 日の規定は、ES 細胞の樹立が通常、受精後 5-6 日であることから、現時点
で、規制による研究上の制約は大きくはないと考えられる。 
(注 23) 鈴森 (2002)。ドリューズ(1997)。 
  キリスト教的考え方においても、必ずしも受精の瞬間とも限らず、『神学大全』の著者ト
マス・アキナスは男の胚は受精後 40 日目に、女の胚は 90 日目に魂が吹き込まれるとし、聖
アウグスティヌス（初期キリスト教最大の思想家）は、胎児の最初の胎動の前に霊が注入さ
れるとする。上村（2003）、50-51 頁。 
(注 24) 株式会社野村総合研究所 (2000)、66-89 頁。 
(注 25) 内閣府 b(2002)。 
(注 26) 株式会社野村総合研究所(2000)。同(2001)。 
(注 27) 内閣府 a(2002)。内閣府 b(2002)。 
(注 28) ワーノック（1992）、17-33 頁。ワーノックは英国の「ヒト胚・受精法」策定の基礎と
なった諮問委員会の委員長を務め、その際の議論の原理となった事項として、功利主義的判
断と道徳的判断の在り方について言及している。 
(注 29) 内閣府 a(2002)。 












合に）遡ってそれらの権利を取得するに過ぎない、とされる（平成 15 年 8 月 26 日、生命
倫理専門調査会、本文中「報告書案」）。 






科学技術学術審議会生命倫理安全部会、特定胚及び ES 細胞研究専門委員会議事録(2002)。 
 
Ⅲ．ヒト胚に関する医療及び研究現場の状況 
(注 34) 今井(2001)、22-23 頁。 
(注 35) 金城(1998)、136-137 頁。 
(注 36) 仁志田(1999)、97-102 頁．金城(1998)、97-120 頁。鈴森(2002)、39-46 頁。 
(注 37) 石井(2001)、72 頁。 
(注 38) スウェーデンに関しては、菱木(2002)。 
(注 39) 棚村(政)(2001)、19 頁。菅沼(2001)、132 頁。 
(注 40) J. Gunning 
(注 41) 上村(2003)、47-50 頁。菅沼(2001)、8-13 頁。 
(注 42) 菅沼(2001)、鈴木雅洲『体外受精―成功までのドキュメント』共立出版、1983 年から
の引用として。 
(注 43) 金城(1998)、122-123 頁。 
(注 44) 総合科学技術会議(2001)。鈴森(2002)、85-87 頁。 
(注 45) 菅沼(2001)、151-175 頁。 
(注 46) 菅沼(2001)、152-161 頁。 














2 月には 6 例目が実施された。（毎日新聞 2002 年 4 月 12 日、信濃毎日新聞 2002 年 2 月 3
日。） 




(注 50) アーヴィング(2001)。石井 1994 年、164 頁。Select Committee (2002), Chapter 4.
によると、受精後着床前に喪失する胚は 75%に及ぶ。 
(注 51) 菅沼(2001)、72-82 頁。金城(1998)、121-146 頁。田中（2002）。鈴森(2002)、39-93
頁。 
(注 52) 田中(2002)。 
(注 53)  HFEA :  Human fertilization and  embryology authority ヒト受精・胚委員会、
英国でヒト胚に関わる臨床・研究を包括的に管理する独立的な専門の管理機関。組織上は保
健省に属する。 
英国上院（貴族院）委員会報告書：英国において、1991 年に開始された HFEA によるヒト
胚管理システムおよび、施策について見直し評価を行ったもの、Select Committee (2002)。 
(注 54) 株式会社野村総合研究所(2001)、108-112 頁。 Select Committee (2002), Chapter 4. 
(注 55) 株式会社野村総合研究所 (2001)、108-112 頁。橳島 (2001a)、10-118 頁。 
(注 56) 菅沼 (2001)、49-71 頁。採卵された卵から、体外受精胚として凍結されるのは 25％




一方、配偶子に関しては、1948 年に Polge らによって精子の凍結保存が発見・開発され、
他に比較にならないほど、容易であるとされる。しかし、卵子の凍結は、方法も確立されて
おらず、困難である。菅沼 (2001)、124-125 頁。 
(注 57) 菅沼 (2001)。田中 (2002)。 
(注 58) Select Committee (2002), Chapter 4. 
(注 59) 株式会社野村総合研究所(2001)、35-47 頁。  
(注 60) ブリンスデン (2000)。 
(注 61) 株式会社野村総合研究所 (2001)、52 頁。さらに詳細な情報を本山 (2001) を参照し、
以下に示す。 
1998 年末の時点で凍結保存される胚は 2 万 1222 個。内訳は、移植のための待機が 5713
個、研究用に提供されるのが 531 個(フランスでも、観察のみの研究が認められている)、他
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の夫婦に移植予定が 990 個、夫婦離別で宙に浮いた胚が 281 個、死亡で宙に浮いた胚が 34





(注 63) 株式会社野村総合研究所(2001)、48-67 頁。管理機関の設置については、現在フラン
ス議会で検討されている生命倫理法案（2003 年改正案）に、新たな管理機関「生物医学機
構」を設置する提案が盛り込まれている。磯部(2003)。注 170、参照。 
(注 64) 株式会社野村総合研究所(2001)、68-74 頁。床谷 (2001)。 
(注 65) National Institute of Health(2000)、株式会社野村総合研究所(2001)、11-12 頁。
棚村(政)(2001)。 
米国の ES 細胞研究予算は、1 億ドルと言われる。(科学技術政策研究所科学技術動向セン
ター資料)。 
(注 66) Select Committee (2002)。 
(注 67) 矢内原(1999)。菅沼(2001)。仁志田(2001)。金城(1998)。産科婦人科医師等からの取
材。 
(注 68) 菅沼(2001)、144-150 頁。 
(注 69) 不妊患者の 60%以上は諸検査にて異常の確定できない原因不明患者であるともいわれ
る。加藤(修)(2002)。 
(注 70) 仁志田(1998)、75-85 頁。 
(注 71) 鈴森(2002)、87-88 頁。 
(注 72) Golombok(2002). Golombok(1996). 
(注 73) Hammarberg(2001). 







































(注 75) Evans(1981)。 
(注 76) Thomson(1998)。 























(注 80) 理化学研究所神戸研究所資料より。 
(注 81) 中辻(2001)。再生医療の臨床応用に関し、 
(注 82) Nature, 416:542-545, 2002. 
  Nature, 416:545-547, 2002. 
 
Ⅳ．各国の規制成立の状況 
(注 83) 株式会社野村総合研究所(2000)。同(2001)。 
(注 84) 株式会社野村総合研究所(2001)、75-92 頁(2001 年現在のデータ)。Commission of the 
European Communities, Commission staff working paper: Report on human embryonic stem 
cell research, 2003. 
(注 85) シェンフィールド (2002)。ルノワール (1996)。Select Committee (2002), Chapter 
7. 
(注 86) McLaren, EU Commission (2000)。 
(注 87) 金城 (1996)、14-25 頁。 
(注 88) 株式会社野村総合研究所 (2001)、86-87 頁） 
(注 89) ベーレ(2000)。床谷 (2001)。ベーレ氏はミュンスター大学副教授、生殖補助医療部
門主任医師。 





(注 92) 石井(1994)。 





よび、北村 (1996)、株式会社野村総合研究所 (2000)、および(2001)、西村 (2001)、橳島 
(1996)、を参照した。 






(注 97) 甲斐 (2002)。橳島 (2001a)、44-47 頁。野村 (2001)。 
  3 つの法律から成立するフランスの生命倫理法の正規の名称ならびに構成を以下にまと
めておく。1994 年 7 月 1 日の法律第 548 号「保健の分野における研究を目的とする記名デ
ータの処理に関し、情報処理・情報ファイルおよび諸自由に関する 1978 年 1 月 6 日の法律














の後議会で修正されながら、2003 年 5 月現在で、国民議会（第二読会）で審議中である。
2003 年案では、ヒト ES 細胞の樹立を考慮して、余剰胚の研究目的使用を認める方針が盛
り込まれており、また、研究の管理機関の設置が規定されている。磯部(2003)。 
(注 98) 甲斐 (2002)、橳島（2001）。 
(注 99) 滝沢(2002)。 
(注 100) 株式会社野村総合研究所(2001)、13 頁。国谷・大山 (1999)。ブリンスデン (2000)。 
Select Committee (2002)。米本 (1985)。 
(注 101) 米本 (1985)、222-226 頁。 
(注 102) 総合科学技術会議(2003b)。 
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(注 103) Select Committee (2002)。2001 年 3 月に設置され、ヒト生殖および胚操作から生じ
るヒトクローンと幹細胞研究と関連する事項を考察し報告する委員会と位置付けられる。 





(注 105) 伊藤 (1999)、121 頁。 





香川 (2000)、161-164 頁。 
(注 108) 1966 年に公衆衛生局員となったバクスタム氏によって、実験に対する疑問が内部か
ら指摘されたのが始まりで、上層部は彼に圧力をかける一方、実験の継続を 1969 年に決定、
その後、同氏による AP 通信社への連絡があって、1972 年、｢ニューヨークタイムス｣等の記
事として公になった。連邦議会は「タスキギー梅毒研究臨時審査委員会」を組織して調査を
開始、2 ヶ月後の最初の報告に続いて、1973 年に報告書（ Final Report of the Tuskegee 








なくてはならない、と私は提案いたします」。香川 (2000)、172-174 頁。米本 (1988)、94-95
頁。 
(注 109) 水野 (1990)、29-34 頁。 
(注 110) 香川 (2000)、173 頁。 
(注 111) 注釈で特に示した引用・参照を除き、香川 (2000)、161-185 頁。米本(1988)、90-115
頁。 
(注 112) 香川 (2000)、44-50 頁。綾乃 (2001)、11-20 頁。米本 (1988) 95-101 頁。 
(注 113) 香川 (2001)、46 頁。 
(注 114) 綾乃 (2001)、29 頁。 
(注 115) 綾乃 (2001)、51-52 頁。 
 125 
(注 116) 株式会社野村総合研究所 (2000)。同 (2001)。米本 (1988)、118-150 頁。橳島 
(2001a)、78-118 頁。棚村(政)(2001)。 
(注 117) 株式会社野村総合研究所(2001)、10-34 頁。 
(注 118) 棚村(政) (2001)。 
(注 119) 株式会社野村総合研究所(2001)、13 頁。 
(注 120) 株式会社野村総合研究所(2001)、31-34 頁。 
(注 121) 綾乃 (2001)、95-115 頁。米本 (1988)、95-101 頁。 
(注 122) イースタンバージニア大：Standard Operation Procedures of the Eastern Virginia 
Medical School Institutional Review Board.2001. 
(注 123) 綾乃 (2001)、97-103 頁。 
(注 124) 米国、研究リスク保護局(OPRR: Office for Protection from Research Risks)の長
官(Gary Ellis)の言葉として。綾乃 (2001)、100 頁。 
 
第 2 部 分析と検討 
 
Ⅴ.ヒト胚に関する論点 











(注 126) NHK 放送文化研究所(2000)。 
(注 127) 波平(2002)。村上(2002)。 
(注 128) 仲正(2001)、55 頁。 
(注 129) 渡辺ほか(2003)。 
(注 130) 岡本ほか(2001)。 





























































1*：石井(2001)、73 頁。柘植(1999)、353 頁。 
2*：久保(2001)。 
(注 136) ワーノック（1992）。 
(注 137) 仁志田(1999)。 
(注 138) 粟屋(1999)。 
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年までに世界 35 施設 377 症例、116 出生児が報告されている。わが国においても今後適切
な科学的評価が必要である。 
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英国の管理機関 HFEA や米国の諮問機関 NBAC の発行するレビュ （ー例えば特定の問題に関す
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